
 

1 
 

令和元年度答申第２７号 

令和元年７月２５日 

 

諮問番号 令和元年度諮問第２５号（令和元年７月１日諮問） 

審 査 庁 特許庁長官 

事 件 名 特許出願審査請求手続却下処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は、妥当で

ある。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

１ 本件審査請求の骨子 

本件は、１９７０年６月１９日にワシントンで作成された特許協力条約（昭

和５３年条約第１３号。以下「条約」という。）の規定に基づく国際出願（国

際出願番号：ａ。以下「本件国際出願」という。）であって、日本国における

特許出願とみなされた国際出願（出願番号：特願ｂ。以下「本件国際特許出願」

という。）をした審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が、特許法

（昭和３４年法律第１２１号）４８条の３第１項に規定する出願審査の請求を

することができる期間（以下「出願審査請求期間」という。）内に出願審査の

請求をしなかったため、同条４項の規定により本件国際特許出願が取り下げら

れたものとみなされたことから、特許庁長官（以下「処分庁」又は「審査庁」

という。）に対し、出願審査請求期間内に出願審査の請求をすることができな

かったことについて同条５項に規定する「正当な理由」がある等として、平成

２９年９月１１日付け出願審査請求書等を提出して出願審査の請求（以下「本
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件出願審査請求」という。）をしたところ、処分庁が、平成３０年８月１４日

付けで、本件出願審査請求を却下する処分（以下「本件却下処分」という。）

をしたため、審査請求人がこれを不服として審査請求した事案である。  

２ 関係する法令の定め 

（１）国際出願による特許出願 

   特許法１８４条の３第１項は、条約１１条（１）若しくは（２）（ｂ）

又は１４条（２）の規定に基づく国際出願日が認められた国際出願であって、

条約４条（１）（ⅱ）の指定国に日本国を含むものは、その国際出願日にさ

れた特許出願とみなす旨規定する。 

（２）出願審査請求期間内に出願審査の請求がなかった国際特許出願のみなし

取下げ 

特許法４８条の３第１項は、特許出願があったときは、何人も、その日

から３年以内に、特許庁長官にその特許出願について出願審査の請求をする

ことができる旨規定し、同条４項は、出願審査請求期間内に出願審査の請求

がなかったときは、この特許出願は、取り下げたものとみなす旨規定する。 

（３）正当な理由が認められた場合の出願審査の請求 

特許法４８条の３第５項は、同条４項の規定により取り下げられたもの

とみなされた特許出願の出願人は、出願審査請求期間内にその特許出願につ

いて出願審査の請求をすることができなかったことについて正当な理由があ

るときは、経済産業省令で定める期間内に限り、出願審査の請求をすること

ができる旨規定する。 

特許法施行規則（昭和３５年通商産業省令第１０号）３１条の２第６項

は、特許法４８条の３第５項の経済産業省令で定める期間は、同項に規定す

る正当な理由がなくなった日から２月とし、ただし、当該期間の末日が出願

審査請求期間の経過後１年を超えるときは、出願審査請求期間の経過後１年

とする旨規定する。 

（４）不適法な手続の却下 

特許法１８条の２第１項本文は、特許庁長官は、不適法な手続であって、

その補正をすることができないものについては、その手続を却下するものと

する旨規定し、同条２項は、同条１項の規定により却下しようとするときは、

手続をした者に対し、その理由を通知し、相当の期間を指定して、弁明を記

載した書面を提出する機会を与えなければならない旨規定する。 

３ 事案の経緯 
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各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は以下のとおりである。 

（１）審査請求人は、平成２６年２月２４日、Ａ国における特許出願を優先権

の基礎とする出願とし、条約に基づき、優先日を平成２５年２月２２日、Ｂ

特許庁を受理官庁として、本件国際出願をした。本件国際出願は、条約４条

（１）（ⅱ）の指定国に日本国を含むものであり、特許法１８４条の３第１

項の規定により、国際出願日（平成２６年２月２４日）にされた特許出願

（本件国際特許出願）とみなされたところ、審査請求人は、出願審査請求期

間が満了する平成２９年２月２４日までに、処分庁に対し、本件国際特許出

願につき出願審査の請求をしなかったこと（以下「本件期間徒過」という。）

から、同法４８条の３第４項の規定に基づき本件国際特許出願は取り下げら

れたものとみなされた。 
（回復理由書） 

（２）審査請求人は、平成２９年９月１１日、処分庁に対し、本件国際特許出

願につき本件出願審査請求を行うとともに、同日付け回復理由書を提出した。 

（出願審査請求書、回復理由書） 

（３）処分庁は、本件出願審査請求を却下すべきものと認め、審査請求人に対

し、平成３０年１月１５日付け（同月２３日発送）却下理由通知書（以下

「本件通知書」という。）を送付して、その理由を通知するとともに、弁明

の機会を付与したところ、審査請求人は、同年３月２３日付け弁明書（以下

「本件弁明書」という。）を提出した。 
   なお、本件通知書においては、本件出願審査請求につき、出願審査請求

期間内に手続をすることができなかったことについて正当な理由があるとは

いえないとして、特許法４８条の３第５項に規定する要件を満たしていない

ことが却下の理由とされている。 
（却下理由通知書、弁明書） 

（４）処分庁は、平成３０年８月１４日付け（同月２１日発送）で、本件弁明

書によっても本件通知書記載の理由が解消されるものではないとして、本件

出願審査請求を却下する旨の本件却下処分をした。 

（手続却下の処分） 

（５）審査請求人は、平成３０年１１月２１日、審査庁に対し、本件却下処分

を不服として、本件審査請求をした。 

（審査請求書） 
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（６）審査庁は、令和元年７月１日、当審査会に対し、本件審査請求を棄却す

べきであるとして、諮問した。 

（諮問説明書） 

４ 審査請求人の主張の要旨 

（１）本件国際特許出願における本件期間徒過に係る経緯 

ア 審査請求人から本件国際特許出願の期限管理を受任していたＡ国の代理

人事務所の担当弁理士（以下「本件担当弁理士」という。）は、審査請

求人の取締役（以下「本件取締役」という。）に対し、平成２８年１２

月１日付け、平成２９年２月６日付け及び同月２３日付け電子メールに

て、本件国際特許出願に係る出願審査の請求を同月２４日までに行う必

要があるため、出願審査の請求をするか否かにつき返答をするよう求め

た。また、同日に、本件担当弁理士は本件取締役に対し、ボイスメール

にてメッセージを残した。 

イ 本件担当弁理士は、平成２９年２月２８日、電話で本件取締役と話し、

本件取締役から、上記アの電子メールを受信していないと伝えられ、直

ちに出願審査の請求を行うよう指示を受けた。 

なお、審査請求人のメールサーバは、本件担当弁理士からの電子メー

ルを受信していたが、本件担当弁理士からの電子メールは自動的にスパ

ムメールが収納されるフォルダに振り分けられていた。 

ウ 本件担当弁理士は、平成２９年３月３０日、日本の特許事務所に対し、

回復手続を取るよう指示する電子メール等を送信したものの、同年７月

２５日の時点で、同事務所において同手続を担当した弁理士（以下「本

件国内弁理士」という。）は同手続を行っていなかった。そのため、審

査請求人は日本の別の特許事務所に同手続につき問い合わせた。 

（２）電子メールのやりとりでは、送信者は、不達の通知が受信されなければ

電子メールが相手方に到達したと認識するのが通常である。本件担当弁理士

が平成２８年１２月から平成２９年２月にかけて本件取締役に対して送信し

た電子メールは、審査請求人のメールサーバが受信したものの自動的にスパ

ムメールが収納されるフォルダに振り分けられた結果、審査請求人には到達

せず、本件担当弁理士には何らの通知が行われなかった。このように不達の

通知を受信していない場合に、送信者が受信者に到達確認をしていないこと

をもって、一律に、相応の措置を講じていなかったと解するのは相当ではな

い。 
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また、審査請求人は、本件担当弁理士との間の全ての通信は電子メール

により行うと指示しており、本件担当弁理士は、本件取締役に対し、３回電

子メールを送信し、ボイスメールにメッセージも残していることから、相応

の措置を講じていたというべきである。 

したがって、審査請求人には、本件期間徒過について正当な理由がある。 

（３）また、本件出願審査請求において、特許法施行規則３１条の２第６項に

規定する「正当な理由がなくなった日」は、本件国内弁理士が回復手続を行

っていなかったことが判明した平成２９年７月２５日であり、同日から２月

以内にされた本件出願審査請求は同項に規定する期間内になされたものであ

る。 

（審査請求書、反論書） 

第２ 審査庁の諮問に係る判断の要旨 

審査庁の判断は、おおむね次のとおりであり、審理員の意見もこれと同旨で

ある。  

１ 特許法４８条の３第５項所定の「正当な理由」は、平成２６年法律第３６

号による改正において定められたものであり、第三者の監視負担に配慮しつ

つ実効的な救済を確保できる要件として、特許法条約１２条の「Ｄｕｅ Ｃ

ａｒｅ」（相当な注意）基準を採用したものであることを考慮すると、「正

当な理由」があるときとは、特段の事情のない限り、特許出願人（代理人を

含む。）として、相当な注意を尽くしていたにもかかわらず、客観的にみて

出願審査請求期間内に出願審査の請求をすることができなかったときをいう

ものと解するのが相当である（知財高裁平成２９年３月７日判決・判例タイ

ムズ１４４５号１３５頁参照）。そして、その主張立証責任は審査請求人に

あると解される。 

２ 上記１の「相当な注意」を尽くしていたか否かを判断するに当たっては、

出願審査請求期間の徒過が特許出願を取り下げたものとみなされるという極

めて重大な結果を生じさせるものであることに照らし、出願審査請求期間の

徒過という事態を発生させないために必要かつ十分な措置がとられたか否か

が検討されなければならない。 

これを本件についてみると、本件担当弁理士は、本件国際特許出願について

の出願審査の請求をするか否かを確認すべく、出願審査請求期間内に、本件取

締役に対し、３回にわたって電子メールを送信するとともに、出願審査請求期

間の末日には、ボイスメールにメッセージを残したが、本件取締役から一切返
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事がなかったというのであり、このような経緯に加え、その４日後には、本件

担当弁理士が電話で本件取締役と話をし、上記各電子メールが本件取締役に到

達していないことを確認していることも併せれば、本件担当弁理士には、出願

審査請求期間内に、本件取締役に対する電話等の方法により、上記各電子メー

ルが本件取締役に到達しているか否かを確認するための措置を講じることが求

められているというべきであり、このような措置が講じられていない以上、上

記１の「相当な注意」を尽くしていたということはできない。 

３ その他、審査請求人の主張立証を精査しても、本件期間徒過について、特

許出願人（代理人を含む。）として、相当な注意を尽くしていたにもかかわ

らず、客観的にみて出願審査請求期間内に出願審査の請求をすることができ

なかったとは認められず、特段の事情があったということもできない。 

 ４ 以上によれば、本件期間徒過について、特許法４８条の３第５項所定の「正

当な理由」があるということはできず、同項に規定する要件を満たしていない

から、同項の適用はなく、本件国際特許出願の取下擬制（同条第４項）により

客体が存在せず、不適法な手続であって、補正をすることができず、同法１８

条の２第１項本文の規定に基づく本件却下処分は適法である。 

５ よって、その余の点を判断するまでもなく、本件却下処分は適法かつ妥当

であり、本件審査請求は理由がないから、棄却するのが相当である。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

本件の審理員の審理手続については、特段違法又は不当と認められる点はう

かがわれない。 

２ 本件却下処分の適法性及び妥当性について 

（１）特許法４８条の３第５項所定の「正当な理由」があるときとは、特段の

事情のない限り、特許出願を行う出願人（代理人を含む。）として、相当な

注意を尽くしていたにもかかわらず、出願審査請求期間内に出願審査の請求

をすることができなかったときをいうものと解するのが相当である（知財高

裁平成２９年３月７日判決、知財高裁平成３１年３月１８日判決（原審東京

地裁平成３０年８月３０日判決）参照）。 

そして、相当な注意を尽くしていたかどうかの判断に当たっては、出願

審査請求期間徒過は特許出願を取り下げたものとみなされるという極めて重

大な結果を生じさせるものであることに照らし、出願審査請求期間の徒過と

いう事態を発生させないための必要かつ十分な措置がとられたかどうかを検
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討しなければならない。 

（２）本件においては、出願審査請求期間満了日が平成２９年２月２４日であ

ったところ、本件担当弁理士は、本件国際特許出願についての出願審査の請

求をするか否かを確認するため、平成２８年１２月１日から平成２９年２月

２３日までの間３回にわたり、本件取締役に対し、電子メールを送信すると

ともに、同月２４日にはボイスメールにメッセージを残したが、本件取締役

から一切返事がなかったというのであるが、再三にわたり電子メールを送信

しても返信がないのであれば、本件取締役に対する電話等、電子メール以外

の方法により、上記電子メールが本件取締役に到達しているのかどうかを確

認し、出願審査の請求をするかどうかを確認するための措置を講じるべきで

あり、かかる措置を何ら講じていない以上、上記「相当な注意」を尽くした

ということはできない。 

   審査請求人は、上記電子メールが本件取締役に到達しているか否かを確

認するための措置を講じることが求められているとの審理員の意見に対し、

特許出願関係者の間で行われる電子メールでの通信において、電子メールを

送信するたびに相手方に到達確認のための電話をするという実務は存在しな

い旨主張する。 

   しかし、電子メールは、必ずしも相手方への到達が保証されていない連

絡手段であることは周知の事実である。そして、本件においては、本件担当

弁理士が本件取締役に対して上記のとおり電子メールを送信するも、本件取

締役から何らの応答もなかったというのであり、かかる状況においては、上

記電子メールが本件取締役に到達していないとの可能性も想定されるのであ

って、電話等の方法で、上記電子メールが本件取締役に到達しているのかど

うかを確認すべきであった。 

    以上に照らすと、本件において、本件担当弁理士が出願審査請求期間徒過

という事態を発生させないための相当な注意を尽くしていたとは認められ

ず、特許法４８条の３第５項所定の「正当な理由」があるということはでき

ない。 

３ まとめ 

以上によれば、本件却下処分が違法又は不当であるとはいえず、本件審査請

求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 
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行政不服審査会 第２部会 

委   員   戸   谷   博   子 

委   員   伊   藤       浩 

委   員   交   告   尚   史 

 


